
 

森林環境譲与税を活用した森林整備実施計画 概要版 2020（令和 2）年 3月 
 
はじめに － 計画策定の背景 － 

１．森林環境譲与税とは 

パリ協定の枠組みの下、温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を図るため、2019（令和元）年に創設

された目的税 

・間伐や路網整備など森林の整備に関する施策 

・森林の整備を担う人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、 

・木材利用の促進などにも充てられることとされている。 

２．神戸市における森林の整備及び活用の経緯 

はげ山となっていた六甲山系の緑化が明治年代よりスタート、その後も六甲山系の私有林の市有林化を進め、

市有林の緑化と管理を実施してきた。2012（平成 24）年に六甲山森林整備戦略を策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．本計画の目的と位置づけ 

（１）計画の目的 

・ベースとする計画：六甲山森林整備戦略 

・主眼：森林環境譲与税を活用した森林整備などの全市展開 

・目標年次：2024（令和 6）年度までの 5カ年の実施計画 

（概要） 

・本市森林の現状及び課題に応じた森林整備の実施方針につい

て整理した。 

・森林整備により発生する資源等の活用に関する取組みの整理 

・公共建築物等の木造化・木質化に関する取組みのまとめ 

・森林整備や木材活用を進めるための人材育成及び普及啓発な

どに関する取組みを位置づける。 

（２）計画の位置づけ 

・国や県等による既存事業・施策と齟齬がないよう整理する。 

・市の森林整備計画や木材活用促進に関する方針などを整理。 

（３）計画の見直し 

森林整備等の進捗状況や社会情勢の変化に対応するため、本計

画の内容については 5年に 1 度程度の頻度で見直しを行う。 

 

 
図 計画の位置づけ 

全域展開・拡充

第５次神戸市基本計画 （目標年次2025年）

神戸市緑の基本計画 （目標年次2025年）

六甲山森林整備戦略 （策定2012年）

○森林整備
○木材活用
・森林資源の活用 ・市街地における木造、木質化
○人材育成
・森林整備等の担い手育成
○普及啓発
・森林環境教育 ・山・森・木に親しむきっかけづくり

森林環境譲与税を活用した森林整備実施計画

整合・連携

・砂防事業
・治山事業
・国立公園事業
・都市公園事業
・緑地保全事業

・都市計画事業
・観光・レクリエーション事業
・林野事業
・市民協働事業 等

既存事業 関連計画

・神戸市森林整備計画 ※

・大規模公園の今後の
ありかた検討 等

・神戸市の公共建築物における
木材活用促進に関する方針

・神戸市緑の基本計画

・加古川地域森林計画
一部変更計画書

※ 森林法第５条において地域森林計画の
策定が定められている

六甲山森林整備戦略

森林環境譲与税を活用した
森林整備実施計画

２０１２年
（平成２４年）

２０２０年
（令和２年）

２０１９年
（令和元年）

森林経営管理制度

森林環境譲与税の創設

都市山防災林整備事業 新設
２０１６年
（平成２８年）

１９０１年～
（明治３４年～）

再度山植林の開始

阪神大水害
（１９３８年）

市有林化と森林管理の継続

自然災害
の多発

・六甲山から全市への展開・拡充
整備エリアの拡大、私有林の整備 等

１９３７年～
（昭和１２年～）

神戸市の公共建築物における
木材活用促進に関する方針

・都市における木材活用推進

○ Kobeもりの木プロジェクトの支援

○ 木材活用に関する県との連携

○ 私有林における民学公連携による
地域交流の推進

○ 私有林整備への助成
（緑地保全事業基金）

○ 広葉樹林の整備推進
（県民緑税事業の拡充など）

六甲山森林整備戦略策定後の取り組み

図 神戸市における森林整備の取り組みの経緯 



 

現状及び課題 

■ 神戸市の森林の特徴 

○広葉樹林等が多い。 
スギやヒノキなど針葉樹による人工林は 6％程度。
残りは広葉樹林やアカマツ林。 
 

○私有林が多い。 
六甲山や帝釈丹生山系などで約 6割、農村部で約 9割
を占める。 
 

○法令による規制が厳しい。（特に六甲山系） 
 

○林道などインフラや森林整備の担い手が未

発達。 
 
○農村地域では、竹林の分布拡大が課題。 

 
 

図 森林の分布状況 

 

図 森林の所有形態別の分布面積 

■ 森林資源活用の現状 

○加工施設やストックヤードがほとんどない。 

○伐採から活用までの担い手が不足している。 

○木材の搬出量は限定的である。 

○搬出された木材の一部は、施設の木質化に用いられている。 

■ 木造・木質化の現状 

○市の指針では、「可能な限り神戸市産木材及び兵庫県産木材

の利用に努めるもの」としており、地域産材が困難な場合は、

原則として「国産木材」を利用するものとしている。 

○学校や福祉センターなどの新築工事や改築工事において、

木造・木質化の取組みが進められている。 

 

 

 

 

 

 



 

森林整備計画 

■ 実施方針 

○防災機能に特に重点を置きつつ、市民のレクリエーションや教育の場となる森林や、水資源の涵養、生活環

境の保全、木材生産のための森林等、森林の多面的な機能に配慮して、市民の多様な要請に応えられる森林

整備をめざす。 

○観光の活性化の取り組みが進められている六甲山上地区においては、快適な森林空間の形成や施設保全にも

配慮した整備を実施する。 

○農村地域では、農地保全や獣害への対策、地域の活性化への寄与も考慮し、地域の活性化による森林整備へ

のフィードバックをねらう。 

○私有林及び財産区有林を主たる対象とする。 

○従前事業の活用をまず検討し、活用が困難な場合に、森林環境譲与税による整備を進める。 

■ 事業の枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 森林整備計画の全体スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうべ都市山再生事業

人と自然との共生ゾーン

森林再生事業

管理が不十分な人工林など、
防災や生活環境保全の観点
から重要な場所の整備を行う。

森林整備
フォローアップ事業

過年度の整備による効果を
維持するための整備を行う。

森林アクセス
維持改善事業

搬出路の作設・復旧や、
管理道兼ハイキング道の整備
及び道沿いの樹林整備を行う。

里山整備
支援事業

地域住民が実施する農村周辺
の里山林・竹林の整備等の活動
に対し、必要経費の補助を行う。

みどりの聖域

森林整備・活用アシスト事業

地域ごとに概況調査を実施し、従前事業の適用可能
性を含む事業計画を作成するとともに、森林所有者
などによる森林整備・活用をコーディネートする。

森林所有調査事業

地籍調査を実施し、森林の
所有者情報を整理する。

（ 共 通 ）

図 森林環境譲与税を活用した森林整備等の事業枠組み 

 



 

 

図 農村地域及びその周辺における森林整備の展開イメージ 

 

 

 

 

図 こうべ都市山再生事業による整備イメージ 

 

 

 

 

 

農業振興地域

環境保全区域 農業保全区域 環境保全区域集落居住区域

※ ①事業名 ②概要 ③対象森林 ④助成区分 ⑤助成割合（助成限度額） ⑥行為実施主体

■新規事業
①里山整備支援事業 ②地域住民等による里山林・竹林の整備等の活動支援
③農村集落周辺で面積2ha未満
④森林環境譲与税 ⑤外注含めて95%（上限3,000千円） ⑥申請者

①里山防災林整備事業
②危険木除去、簡易防災施設の整備、
管理歩道の開設、防災活動への支援等

③集落裏山（保安林以外）で面積5ha以上
④県民緑税 ⑤100%（－） ⑥兵庫県

■既存事業
①野生動物共生林整備事業
②野生動物の被害への防除対策

a.バッファーゾーンの整備
b.広葉樹林の整備

③面積 a. 10ha以上 b. 5ha以上
④県民緑税 ⑤100%（－） ⑥兵庫県

■新規事業
①こうべ都市山再生事業
②人工林・渓谷沿い森林の整備、森林アクセス路
管理、過年度整備箇所の再整備等

③主にみどりの聖域内の私有林
④森林環境譲与税 ⑤100%（－） ⑥神戸市

■既存事業
①荒廃した山林を復元する事業
②所有者の責によらない荒廃した
山林の復元事業に対する助成

③みどりの聖域 ④市助成
⑤2/3（2,000千円） ⑥申請者

みどりの聖域（建設局） 人と自然の共生ゾーン（経済観光局）

こうべ都市山再生事業

■森林アクセス維持改善事業
搬出路の作設・復旧や、管理道兼ハイキング道の
整備および道沿いの樹林整備

■森林整備フォローアップ事業
過年度の整備による効果を
維持するための整備

■森林再生事業
防災や生活環境保全
の観点から重要な場
所を整備

○渓谷沿いの整備
災害抑制機能を高めるための
間伐や流木となるおそれの
ある倒木および枯死木等の処理

○施設・人家沿い斜面の整備
倒木などにより建物や人的な
危害を与えるおそれのある森
林の伐採や伐採後の維持施業

○人工林の整備
災害抑制機能を高めるための
間伐や流木となるおそれのあ
る倒木および枯死木等の処理



 

森林資源活用及び公共建築物等の木造・木質化計画 

■ 実施方針と事業の枠組み 

森林整備によって発生する森林資源を有効活用し、森林へ還元する 

①森林整備のスピードに合わせた木材の活用・ストックを行う。 

②地域活性化や地域課題解決につながる活用を図る。 

公共建築物等の木造・木質化を図る 

③公共建築物等へ、森の価値を高める方法で県内産・市内産の木材を

活用する（木材の適材適所の推進）。 

④県等と連携し、市内の木造木質化の推進及び県内の森林循環に貢献

する。 

■ 事業の枠組み 

 

図 森林環境譲与税を活用した森林資源の活用及び公共建築物の木造・木質化の枠組み 

 

 

図 森林資源活用及び公共建築物等の木造・木質化計画の全体スケジュール 

 

 

 

森林整備のスピードに
合わせた木材の
活用・ストック

 ストックヤードの整備

 発生材の試験製材・市産材

カタログの作成

 市産材の建材規格化

地域活性化や地域
課題解決につながる
森林資源の活用

共建築物等における
県産材・市産材の活用
（木材の適材適所の推進）

県等との連携による
木造・木質化の推進及び
県内の森林循環への貢献

 森林整備・活用コーディネー

ターの派遣

 エネルギー利用による地域

内循環の創出

 中間支援組織の設立・支援

 公共建築物の木造・木質化

のための木材調達支援

 木造・木質化の手引き作成

 市産材を公共建築物へ活用

 公共建築物の木造・木質化

 木材調達等における連携及

び木造・木質化の付加価値

の向上支援

ストック情報共有や連携のためのプラットフォームの形成

 



 

人材育成計画 

■ 目的と方針 

○森林整備や木材活用を担う専門人材を、官民ともに育成していく。 

○森林の多面的機能の向上を見据え、多角的な視点で森林整備・活用を促す専門人材、森林への貢献、建築技

術を理解し木材活用をコーディネートする人材の育成をめざす。 

○兵庫県森林大学校や兵庫県、建築士会等の各業界が実施する人材育成プログラムと連携を図る。 

■ 事業の枠組み 

 

図 森林環境譲与税を活用した人材育成の事業枠組み 

 

 

図 人材育成計画の全体スケジュール 

 

 

 

人材育成カリキュラムの作成・実施
森林所有者等へ山の価値を伝える

ワークショップの開催

所有者や市職員、森林機能を評価する専門家

（生態系や木材活用等）とともに、私有林を歩
き、森林が持っている価値や、価値を高める
方法について体感し、森林所有者の意欲を高

める。

森林整備や森林資源活用のそれぞれの専門

知識だけでなく、本市の森林を取り巻く現状
や特徴、森林環境譲与税の目的等についても
幅広く習得するためのカリキュラムを作成・実

施する。

 

・人材育成は、行政職員、森林や造園事業者、森林ボラン
ティアの他、活用を担う建築関係者、森林所有者などのプ
ログラムが必要。 
・左写真事例は、森林所有者とともに、人工林における森
林や木材の生育状況、どれくらいの価値になるのかを体感
する。 
 
1日目 
・枝打ちの跡を観察し、材の可能性を探る。 
・参加者は 1本選び、観察し、所有者に施業履歴などを聞
き取り。 

・試験伐採 
・伐採木の大きさを参加者全員で巻き尺を用いて測定 
・採材箇所を決める 
2日目 
・試験製材により製材出来高を試算し、木材価値を共有 



 

普及啓発計画 

■ 目的と方針 

○森林整備の重要性及び必要性についての理解を促し、森林整備に関心をもつ市民を増やすため、学校教育を

はじめとする森林環境教育への支援を行う。 

○市民が山・森・木に親しむきっかけをつくるため、普及啓発イベントを拡充するとともに、ハード・ソフト

両面での改善により身近にある森林へのアクセスを充実させる。 

■ 事業の枠組み 

 

図 森林環境譲与税を活用した人材育成の事業枠組み 

 

図 普及啓発計画の全体スケジュール 

 

 

 

森林環境教育の支援

市民理解の醸成、森林整備への参画促進

新たな取り組み

山・森・木に親しむきっかけづくり

・副読本の作成

コンテンツ
の提供

森林環境教育の
場の充実

・施設等の整備・改修
・学校林の提供

サポート・運営
体制の強化

・フィールドや活動の
コーディネート
・専門家の派遣

普及啓発
イベントの拡充

・Kobeもりの木
プロジェクトの拡充
・公園等における啓発
イベントの拡充

森林への
アクセスの充実

・アクセス路の維持
・アクセス路の情報発信

神戸市産材の
モデル的活用（継続）

・発生材の提供

新たな取り組み

体験プログラム
参加型活動

・こうべ森の学校
・キーナの森 等

学校園の支援

・こうべ森の学校（一部）
・森林ボランティアに
よる学校支援 等

普及啓発の
イベント開催

・森の文化祭
・Kobeもりの木プロジェクト
・各公園でのプログラム

森林への
アクセス支援

・アクセス路の整備

情報発信

・市産材のモデル的
活用

既存事業 既存事業

 



 

計画の推進体制 

■ 目的と方針 

○森林や木材に関わるステークホルダーの連携の場としてプラットフォームを形成し、行政と民間のそれぞれ

の良さを活かして森林整備や森林資源の活用を支援する。 

○第三者の視点から事業の効果検証やプラットフォームの運営の妥当性について評価を受ける仕組みとして、

森林学や防災分野等の専門家によって構成される有識者会議を設置し、適切な税の運用につなげる。 

○森林環境譲与税を活用した森林整備及び森林資源の活用を進めるにあたり、増員による体制の強化や専門機

関への一部業務委託、業務分担の整理による効率化を検討する。 

■ プラットフォーム（案） 

 

図 プラットフォームの構成 

 

 

図 プラットフォームの運営体制 
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